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○鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金交付要綱 

令和６年３月29日告示第107号 

改正 

令和７年３月28日告示第129号 

鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、鴻巣市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（平成28年鴻巣市

告示第317号。以下「総合事業実施要綱」という。）に基づき、いきいき生活支援サー

ビス又はいきいき通いの場を提供する団体に対し、予算の範囲内で鴻巣市介護予防・生

活支援サービス事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、必要

な事項を定めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、鴻巣市補助金等の交付に関する規則（昭和54年鴻巣

市規則第４号）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 要支援者等 総合事業実施要綱第５条第１項に規定する居宅要支援被保険者等

をいう。 

(２) いきいき生活支援サービス 住民主体の有償・無償のボランティア等（以下「ボ

ランティア等」という。）が要支援者等の居宅を訪問して提供する買物、掃除等の生



 

   

活援助（総合事業実施要綱第３条第１号ア(ア)に規定する鴻巣市介護予防訪問介護相

当サービスの範囲内で実施する要支援者等の自立支援に向けた身体介護を除く日常

的に必要な生活援助に限る。）をいう。 

(３) いきいき通いの場 ボランティア等が要支援者等を中心とした利用者に対して、

介護予防又は認知症予防に資するレクリエーション等を通いの場で提供するサービ

スであって、次に掲げる要件を全て満たすものをいう。 

(ア) 月２回以上活動すること。 

(イ) 提供時間は、１回当たり１時間以上とすること。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、いきいき生活

支援サービス又はいきいき通いの場（以下「サービス等」という。）を提供する団体又

は法人であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 市内に活動拠点を有し、かつ、市内において本事業の目的に応じた活動をするこ

と。 

(２) 営利を目的としない団体であること。 

(３) 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体でないこと。 

(４) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号の暴力団をいう。）又は暴力団若しくはその構成員（暴力団の構成団体

の構成員又はその構成員でなくなった日から５年を経過しない者を含む。）の統制の

下にある団体でないこと。 



 

   

(５) 介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）第140

条の62の３第２項各号に掲げる基準を遵守する団体であること。 

（団体の登録等） 

第４条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「登録団体」という。）は、あ

らかじめ、鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業実施団体登録届出書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて、市⾧に提出しなければならない。 

(１) 実施団体調書 

(２) サービス提供従事者(ボランティア)名簿 

(３) 事業収支予算書 

(４) 法人登記簿謄本（団体が法人である場合に限る。） 

２ 市⾧は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、鴻巣市介護予防・

生活支援サービス事業実施団体登録決定（却下）通知書（様式第２号）により、登録団

体に通知するものとする。 

３ 実施団体調書、サービス提供従事者(ボランティア)名簿及び事業収支予算書の様式は、

市⾧が別に定める。 

（登録内容の変更等） 

第５条 登録団体は、登録を受けた内容に変更があったときは、速やかに前条第１項第１

号の実施団体調書を添付して鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業実施団体登録内容

変更届出書（様式第３号）に市⾧に届け出なければならない。 

２ 登録団体は、登録を廃止し、休止し、又は再開するときは、鴻巣市介護予防・生活支



 

   

援サービス事業実施団体登録廃止・休止・再開届出書（様式第４号）により市⾧に届け

出なければならない。 

３ 市⾧は、登録団体が次の各号のいずれかに該当するときは、登録を抹消することがで

きる。 

(１) 前条の規定による届出の内容に偽りがあったとき。 

(２) その他市⾧が不適当と認めたとき。 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費は、サービス等の活動に要する経費であって、市

⾧が必要と認めるものとする。 

（補助金の額） 

第７条 サービス等の活動に要する経費に係る補助金の額は、別表に定める額とする。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする登録団体（以下「申請者」という。）は、鴻巣市

介護予防・生活支援サービス事業補助金交付申請書（様式第５号）に、次に掲げる書類

を添えて市⾧に提出しなければならない。 

(１) 鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金実績報告書（様式第６号） 

(２) 事業報告書 

(３) 収支計算書 

(４) その他市⾧が必要と認める書類 

２ 申請時期は、10月及び３月の年２回とする。 



 

   

３ 事業報告書及び収支計算書の様式は、市⾧が別に定める。 

（補助金の交付決定及び通知） 

第９条 市⾧は、前条第１項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査

し、鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金交付決定（却下）通知書（様式第７

号）により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第10条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）

は、鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金交付請求書（様式第８号）を市⾧に

提出しなければならない。 

（補助金の返還） 

第11条 市⾧は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該交付決定の

全部又は一部を取り消し、既に補助金が交付されているときは期限を定めて補助事業者

に補助金を返還させるものとする。 

(１) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 法令等又はこの告示の規定に違反したとき。 

（調査等） 

第12条 市⾧は、必要と認めるときは、補助事業者に対し、当該事業活動に係る関係資料

の提出を求め、又は必要な調査を行うことができる。 

２ 市⾧は、前項の調査等により不適当な事項を発見したときは、補助事業者に必要な是

正措置を求めることができる。 



 

   

（書類の整備等） 

第13条 補助事業者は、補助事業に係るその収支事実を明らかにした証拠書類を整備し、

かつ、当該書類を当該補助事業が完了した日の属する会計年度の翌年度から５年間保管

しなければならない。 

（その他） 

第14条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市⾧が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月28日告示第129号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この告示の施行の日以後に提供するいきいき生活支援サービ

ス又はいきいき通いの場に係る補助金について適用し、同日前に提供するいきいき生活

支援サービス又はいきいき通いの場に係る補助金については、なお従前の例による。 

附 則（令和８年５月28日告示第148号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この告示の施行の日以後に提供するいきいき生活支援サービ



 

   

ス又はいきいき通いの場に係る補助金について適用し、同日前に提供したいきいき生活

支援サービス又はいきいき通いの場に係る補助金については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

別表（第７条関係） 

補助対象事業 

補助方

式 

単位 

補助金額 

居宅要支援被保険者

（１人当たり） 

事業対象者（１人当た

り） 

要支援１ 要支援２ 

第２号該当

者 

第３号該当

者 

いきいき生活

支援サービス 

単価 １回当たりの金額

（円） 

500 500 500 500

１人当たりの利用限度

回数（回） 

5 10 5 10

月額 １月当たりの金額

（円） 

10,000

いきいき通い

の場 

単価 １回当たりの金額

（円） 

1,000 1,000 1,000 1,000

１人当たりの利用限度

回数（回） 

5 10 5 10

月額 １月当たりの金額

（円） 

10,000

備考 

１ 居宅要支援被保険者とは、省令第140条の62の４第１号に規定する居宅要支援被保



 

   

険者をいう。 

２ 事業対象者とは、省令第140条の62の４第２号又は第３号の規定に該当する被保険

者をいう。 

３ 第２号該当者とは、省令第140条の62の４第２号の規定に該当する被保険者をいい、

第３号該当者とは、同条第３号の規定に該当する被保険者をいう。 

４ 利用限度回数とは、対象者１人につき１か月当たりのサービス等の利用限度回数を

いう。 

５ サービス等を提供する登録団体への補助金の交付は、登録団体の選択により、単価

方式又は月額方式のいずれかの方式によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

様式第１号（第４条関係） 

年  月  

日  

 

（宛先）鴻巣市長 

                        

                   住  所 

申請者  団 体 名           

  代表者名           

  電話番号 

 

鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業実施団体登録届出書 

 

  鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業を実施する事業者として登録を受

けたいので、鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金交付要綱第４条第

１項の規定により、必要書類を添えて届け出ます。 

フ リ ガ ナ  

団 体 名 称  

フ リ ガ ナ  

代 表 者 の 氏 名  

代 表 者 住 所 
（〒   －   ） 

代 表 者 連 絡 先 
電話番号 

Ｆ Ａ Ｘ 

実 施 事 業 

いきいき生活支援サービス 単価・月額 

（事業名                    ） 

いきいき通いの場 単価・月額 

（事業名                    ） 

事 業 実 施 場 所 
（〒   －   ） 

 

団 体 の 種 別 住民主体・ＮＰＯ法人・その他（         ） 

添付書類 

１ 実施団体調書 

２ サービス提供従事者（ボランティア）名簿 

３ 事業収支予算書 

４ 法人登記簿謄本（団体が法人である場合に限る。） 



 

   

 

実 施 団 体 調 書 

フ リ ガ ナ  

団体等の名称 
 

団体の代表者 

（役職・氏名） 

 

団体の所在地 

（活動の拠点） 

（〒   －   ） 

連 絡 先 電話番号  
ＦＡＸ番

号 

 

活動計画 

１．責任者 （氏名            ） 

２ 従事者 （ボランティア）数  （      ）

人  
            ＊サービス提供従事者名簿添付 

 １日あたり平均従事者数  （      ）人 

３ 活動日 （記入例：毎月第〇週 〇曜日等）  

 （                   ） 

４ 活動日数  １月あたり （     ）日 

５ 利用者数 

  １日あたり  おおむね （      ）人 

  １月あたり  おおむね （      ）人 

実施する事業の

具体的内容 

（事業計画） 

訪問型（       ）通所型（        ） 

団体の活動目的

現在の活動内容

等 

 

 

 

 



 

   

サービス提供従事者（ボランティア）名簿 

（    年  月  日現在） 

団体名           

 
氏  名 生年月日 

６５歳以上の 

市民に「○」 

１   ．  ．  

２    

３    

４    

５    

６    

７    

８    

９    

１０    

１１    

１２    

１３    

１４    

１５    

１６    

１７    

１８    

１９    

２０    

２１    

２２    

２３    

２４    

２５    

 

 

 



 

   

補助金に係る収支予算書（  年４月 ～   年３月分見込） 

団体名         

（収入の部）＊市から交付された補助金額（類似の市補助金の交付を受けている場合は②

に計上してください。） 

区 分 見込金額（円） 内 訳 等 

①介護予防・生活支援サ

ービス事業補助金 

 
 

②他、類似の市補助金 
 

 

【その他】 
  

合 計 
  

 

（支出の部）＊補助対象経費分のみ計上してください。 

区 分 見込金額（円） 内 訳 等 

【報償費】 
  

【人件費】 
  

【需用費】 
  

【役務費】 
  

【賃貸借料】 
  

【備品購入費】 
  

【研修費】 
  

【その他】 
  

合 計 ③  

＊市から交付された補助金額（類似の補助金の交付を受けている場合はその額を合計

額が補助対象経費の合計額を上回った場合、③補助対象金額から②他類似の市補助

金額を差し引いた額が補助金額になります。 

 

 



 

   

 様式第３号（第５条関係） 

年  月  日  

 

（宛先）鴻巣市長 

                        

                   住  所 

届出者 団 体 名         

    代表者名          

    電話番号 

 

鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業実施団体登録変更届出書 

 

実施団体としての登録内容に変更があったため、鴻巣市介護予防・生活支援

サービス事業実施要綱第５条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

１ 変更理由 

 

 

 

２ 変更内容 

変更前 変更後 

  

 

３ 変更年月日 

    年  月  日 

 

４ 添付書類  

変更後の実施団体調書  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

 様式第４号（第５条関係） 

 

年  月  日  

 

（宛先）鴻巣市長 

                        

                    住  所 

届出者 団 体 名         

    代表者名           

  電話番号 

   

鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業実施団体登録 

廃止・休止・再開届出書 

 

次のとおり、鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業の実施団体の登録の廃

止・休止・再開をしたいので、鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業実施要

綱第５条第２項の規定により届け出ます。 

 

１ 廃止・休止・再開日 

 

           年  月  日 

 

２ 廃止・休止・再開の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

  様式第５号（第８条関係） 

年  月  日 

 

（宛先）鴻巣市長 

 

                                       

住  所 

申請者  団 体 名         

   代表者名          

   電話番号 

 

鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金交付申請書 

 

鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金の交付を受けたいので、鴻巣

市介護予防・生活支援サービス事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、

関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

１ 交付申請対象月 

 （    年   月 ～   年   月分 ） 

 

２ 関係書類 

 ⑴ 実績報告書 

 ⑵ 事業報告書 

  （単価補助団体にあっては、サービス提供実績記録個票の添付が必要です。） 

 ⑶ 収支計算書及び支出を証明する領収証等の写し  

⑷ その他市長が必要と認める書類  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

 様式第６号（第８条関係） 

 

                    年   月   日  

 

（宛先）鴻巣市長 

 

 
                                         

                                   

住  所 

届出者  団 体 名         

   代表者名          

電話番号 

      

 

鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金実績報告書 

 

年  月に実施した事業の実績について、次のとおり報告します。 
 

１ 実施事業   （                       ） 

２ 利用者数    実人数    人（延べ   人） 

３ 実施回数    延べ     回 

 

 



 

 

事 業 報 告 書（月次）  

    年  月分          団体名           

Ｎ

ｏ

．  

実施日時  利用者氏名  資格  実施内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

＊資格欄には、要支援１の方は「支１」、要支援２の方は「支２」、事業対象 者

は「事」と記入。総合事業対象外の方は「外」と記入する。 



 

 

サービス提供実績記録個票（単価補助団体用）  

 年  月分  

被保険証  
番号  

 被保険者  
氏名  

 ケアマネジメン

ト事業所名  

総合事業対

象者確認 

要 支 援 １  

要 支 援 ２  

事 業 対 象 者  

認定有効

期間等  

  

 

回

数  

日

付  

曜

日  

サービスを実施

した時間帯 

サービ

ス実施

時間 サービス実施内容  

サー

ビス  
提供

者印  

利用

者  
確認

印  
開 始  
時 間  

終 了  
時 間  

時間数  

１    ：  ：  ：     

２    ：  ：  ：     

３    ：  ：  ：     

４    ：  ：  ：     

５    ：  ：  ：     

６    ：  ：  ：     

７    ：  ：  ：     

８    ：  ：  ：     

９    ：  ：  ：     
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補助金に係る収支計算書  

団体名           

（収入の部）＊市から交付された補助金額（類似の市補助金の交付を受けている場合

は②に計上してください。）  

区 分  実績見込金額

（円）  

内 訳 等  

①介護予防・生活支援

サービス事業補助金 

 
 

②他類似の市補助金  
 

 

【その他】    

合 計  
  

 

（支出の部）＊補助対象経費分のみ計上してください。 

区 分  実績金額（円）  内 訳 等  

【報償費】    

【人件費】  
  

【需用費】  
  

【役務費】  
  

【賃貸借料】  
  

【備品購入費】  
  

【研修費】  
  

【その他】  
  

合 計  ③   

＊市から交付された補助金額（類似の補助金の交付を受けている場合はその額

を合計額が補助対象経費の合計額を上回った場合、③補助対象金額から②他

類似の市補助金額を差し引いた額が補助金額になります。 



 

 

領収書（写し）添付欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第８号（第１０条関係） 

 

年  月  日 

 

（宛先）鴻巣市長 

 

                    住  所 

請求者  団 体 名         

   代表者名         ㊞ 

   電話番号 

 

 

鴻巣市介護予防・生活支援サービス事業補助金交付請求書 

 

年  月  日付け  第  号で交付決定を受けた鴻巣市介護予

防・生活支援サービス事業補助金について、鴻巣市介護予防・生活支援サービ

ス事業補助金交付要綱第１０条の規定に基づき請求します。 

 

１ 補助金請求額     金           円 

２ 振込口座 

金 融 機 関 名 

銀行 

信用金庫     本店 

信用組合     支店 

農協 

口 座 の 種 別 当座・普通 

口座番号（右詰め）        

（ フ リ ガ ナ ）  

口 座 名 義  

 

  

 

 



 

 

 

改訂履歴 

・令和 6 年 4 月版 初版（令和 6 年 3 月 29 日） 

・令和 7 年 4 月版 第２版（令和 7 年 7 月 8 日） 

・令和 8 年 6 月版 第 3 版（令和 8 年 7 月 15 日） 

 

 


